
梅谷地区工場用地立地企業公募支援業務 特記仕様書 

 

第１章 総則   

 

（適用範囲） 

第１条 本仕様書は、垂井町土地開発公社（以下「発注者」という。）が実施する「梅谷地区工場用地立

地企業公募支援業務」（以下「本業務」という。）について適用する。 

 

（目的） 

第２条 本業務は、垂井町が企画し、発注者が造成を行う梅谷地区工場用地に進出する企業を選定する

にあたり、約 10haの優良農地を工業的土地利用とする大規模な土地利用の転換を行う事業性質上、周辺

の優良農地との調和を前提とした土地利用が必要であることに加え、周辺の土地利用や周辺都市インフ

ラ、町の上位計画との整合など、都市計画的観点からの判断が求められることから、都市計画・土地利用

に関する技術的見地に基づく、企業の公募、選定及び契約の手続きに係る支援ならびにその関連する業

務の支援を委託することを目的とする。 

 

（関係法令等） 

第３条 本業務の受注者は、本業務を実施するにあたり、業務委託契約書及び本仕様書を遵守するほか、

次に掲げる関係法令、施行規則等に準拠し、業務を遂行するものとする。 

 

(1) 都市計画法及び関係施行令及び施行規則等 

(2) 建築基準法及び関係施行令及び施行規則等 

(3) 地方自治法及び関係施行令及び施行規則等 

(4) 垂井町第 6次総合計画 

(5) 大垣都市計画区域マスタープラン 

(6) 垂井町都市計画マスタープラン 

(7) 垂井町個人情報保護条例 

(8) 岐阜県不破郡垂井町 農村地域への産業の導入に関する実施計画書 

(9) その他の関係法令等 

 

（入札に参加する者に必要な資格） 

第４条 本業務の入札に参加する者は、次に掲げる条件を全て満たしている者とする。 

 (1)公告時点で入札指名人名簿(建設コンサルタント)のうち、「都市計画及び地方計画」に登録されて

いるものであること。 

(2)過去 10年以内で工場用地公募支援業務もしくは同種業務の受注実績を有している者であること。 

(3)主たる担当技術者として、以下の(ⅰ)～(ⅲ)の条件を全て満たす者を配置できること。 

(ⅰ)本業務を適正に実施可能な者であること。 

(ⅱ)かつ以下のア～ウのいずれかの資格を有する者であること。 

   ア 宅地建物取引士 

イ 建築士 

ウ 技術士（建設部門：都市及び地方計画） 

(ⅲ)過去 10年以内で工場用地公募支援業務もしくは同種業務における従事実績を有する者であるこ

と。 



  (4)管理技術者として技術士（建設部門：都市及び地方計画）の資格を有する者を配置できること。 

(5)地方自治法施行令第 167条の 4の規定に該当しない者であること。 

(6)会社更生法（平成 14年法律第 154号。以下「会社更生法」という。）第 17条の規定による更生手続

開始の申し立てをした者にあっては、同法第 199条又は 200条の規定による更生計画可の決定を受け

ていること。 

(7)民事再生法（平成 11年法律第 225号。以下「民事再生法」という。）第 21条の規定による民事再 

生手続開始の申し立てをした者にあっては、同法第 174条第 1項の規定による再生計画可の決定を受

けていること 

(8)公告日から本契約締結日までの期間内において、垂井町競争入札参加資格に係る指名停止措置 

  要領に基づく指名停止措置を受けていないこと。 

(9)垂井町が行う契約からの暴力団排除に関する措置要領（平成 23年 2月 23日告示第 8号）の別表 

に掲げる排除措置要件のいずれかにも該当しないこと。 

 

（提出書類） 

第５条 受注者は、業務の着手及び完了にあたって、発注者の契約約款に定めるもののほか、次の書類を

発注者に提出するものとする。 

  

【業務着手時】 

 (1)着手届 

 (2)業務計画書 

 (3)工程表 

 (4)その他発注者の指示する書類 

  

【業務完了時】 

 (1)完了届 

 (2)請求書 

 (3)業務委託成果品一覧表 

 (4)業務完了写真 

 (5)その他発注者の指示する書類 

  

２ 受注者が発注者に提出する書類で様式が定められていないものは、受注者において様式を定め、提

出するものとする。ただし、発注者がその様式を指示した場合は、これに従わなければならない。 

 

（業務計画書） 

第６条 受注者は、契約締結後に発注者と十分な打ち合わせを行い、次の各号に挙げる事項を明確にし

た業務計画書を発注者に提出し、承認を受けるものとする。 

(1)業務概要 

(2)実施方針 

(3)業務工程 

(4)業務組織計画 

(5)打合せ計画 

 (6)成果品の内容 

 (7)使用する主な図書及び基準 



(8)連絡体制（緊急時含む） 

 (9)その他発注者の指示する事項 

 

 

（工程管理） 

第７条 受注者は、作業工程に変更が生じる場合は、速やかに業務実施変更計画書を提出し、発注者と協

議し承認を得るものとする。 

 

（資料の貸与及び保管） 

第８条 発注者は、本業務を実施する上で必要な資料を受注者に貸与するものとする。ただし、貸与によ

り難いものについては、発注者の指定する場所における複写又は閲覧等の方法により対応するものとす

る。 

２ 受注者は、必要な資料を借用する場合は、種類、数量及び借用期間等を明確にした上で、必ず借用書

を提出するとともに、資料等の汚損、滅失及び盗難等の事故がないように取り扱い、使用後は速やかに返

却するものとする。 

 

（成果品の帰属） 

第９条 本業務の成果品は、すべて発注者に帰属するものとし、受注者は、発注者に承認を受けずに他者

に公表、貸与又は使用してはならないものとする。 

 

（成果品の契約不適合） 

第 10条 納品後、成果品に契約不適合が認められた場合は、発注者の指示に従い必要な処理を受注者の

負担により行うものとする。 

 

（損害の賠償） 

第 11条 本業務の遂行中に、受注者が発注者並びに第三者に損害を与えた場合は、直ちに発注者にその

状況及び内容を連絡し、発注者の指示に従うものとする。なお、この場合の損害賠償などの責任について

は、受注者が負うものとする。 

 

（守秘義務） 

第 12条 受注者は、業務の遂行上知り得た目的及び内容等全般について、他に漏らしてはならない。ま

た、本業務完了後には貸与資料の返却、データの消去を行うこと。なお、本項目については、契約期間終

了後又は契約解除後においても効力を有するものとする。 

 

 

第 2章 業務内容 

 

（公募条件の整理） 

第 13条  

(1)対象地に関する基礎条件の整理 

受注者は、発注者から提供される本事業の工場用地に関する基本情報に基づき、公募に係る基礎条件

を把握し、関係資料を整理するものとする。また、整理結果については、対象地に関する課題及び留意

事項並びに公募関係資料への反映方針を含めて取りまとめるものとする。 



 

(2)募集条件の検討 

受注者は、対象地の特性、関係法令、上位計画、地域の産業政策、企業誘致方針、インフラ整備状況

等を踏まえ、立地企業の募集に必要となる条件を検討するものとする。 

また、検討にあたっては、地域産業振興等の地域貢献、周辺環境への影響負荷、雇用の創出及び地域

経済への波及効果等を考慮するものとする。 

 

（募集関係書類の作成） 

第 14条 

(1)募集要項の作成 

受注者は、前条の募集条件の検討結果を踏まえ、立地企業の募集及び選定を適正かつ円滑に実施する

ために必要な事項を整理し、募集要項を作成するものとする。なお、募集要項には、本事業の目的及び

概要、対象地に関する条件、土地の売却条件、応募資格、事業スケジュール、応募手続、提出書類、提

案書の作成要領、質問及び回答の方法、審査方法、優先交渉権者の選定方法並びに契約締結までの手続

等を記載するものとする。 

 

(2)基本協定書（案）及び土地売買契約書（案）の作成 

受注者は、募集要項、審査基準等を踏まえ、発注者と優先交渉権者との間で締結する基本協定書

（案）及び土地売買契約書（案）を作成するものとする。なお、作成にあたっては、公募時に示した条

件及び選定された提案内容が確実に履行されるよう、各当事者の権利及び義務、役割分担、履行期限、

報告事項並びに不履行時の措置等を明確にするとともに、募集要項その他の公募関係資料との整合を図

るものとする。また、基本協定書（案）及び土地売買契約書（案）の作成に当たっては、弁護士による

法的検証を行い、その結果を各書類に反映するものとする。 

 

(3)審査基準の作成 

受注者は、優先交渉権者を公平かつ適正に選定するため、募集条件、土地利用条件及び本事業の目的

等を踏まえ、審査基準を作成するものとする。また、審査基準の作成にあたっては、応募資格等に関す

る必須条件と、提案内容を評価する審査項目を整理した上で、各審査項目における評価の視点、配点、

採点方法、最低基準点、失格要件及び審査手順等について検討するものとする。 

 

(4)様式集の作成 

受注者は、参加資格の確認に必要となる提出書類及び提案書の様式について、必要な記載事項等を整

理し、様式集を作成するものとする。 

 

 

(募集関係書類に対する質問への回答支援等) 

第 15条 

(1)回答書の作成支援 

受注者は、公表した公募関係書類について応募者から提出された質問を整理し、質問に対する回答書

（案）を作成するものとする。 

 

(応募者からの提案に係る審査支援) 

第 16条 受注者は、応募者から提出された提案の審査に関し、次の支援を行うものとする。 



(1)応募企業の信用調査 

受注者は、応募企業の経営状況、財務状況、信用力、事業実績及び法令遵守状況等を確認し、応募者

が土地代金の支払、施設整備、操業及び提案事業を継続的かつ安定的に実施する能力を有しているかに

ついて、調査及び分析を行うものとする。 

 

(打合せ及び協議) 

第 17条 

本業務に関する打合せ及び協議は、町の会議室又はオンライン会議により、業務の進捗状況に応じて

適宜実施するものとする。なお、受注者は、打合せ及び協議の内容について記録簿を作成し、発注者及

び受注者の双方でその内容を確認するものとする。 

 

 

第 3章 成果品 

 

（成果品） 

第 18条 本業務の成果品は、以下に掲げる通りとする。 

 

(1)業務報告書(募集要項、審査基準、信用調査結果含む)   1式 

(2)様式集                         1式 

(3)上記電子データ(PDF等)          1式 

(4)基本協定書(案)                         1式 

(5)土地売買契約書（案）                              1式 

(6)打合せ記録簿                     1式 

 

２ 記載内容や様式等については、発注者と受注者が協議し決定するものとする。 

 

（成果品の検査） 

第 19条 受注者は、作業指示に基づき指定日までに、成果物を発注者に提出し、発注者の検査を受ける

ものとする。また、検査の結果、内容の誤り又はその他指示要件を欠くと認めた場合は、受注者に対し期

日を指定してその補正をさせるものとする。 

 

（納入場所及び納入期限） 

第 20条 本成果品の納入場所は 垂井町土地開発公社事務局（垂井町役場 都市計画課）とする。また、

納入期限は令和 9年 3月 23日とする。 


